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１．研究計画の概要 
 本研究は、いかにして家族による高齢者

の財産を狙った（身体的虐待を伴うことも

ある）心理的・経済的虐待から高齢者を保

護し、死後の財産分配についての「高齢者

である遺言者の完全に自由なる遺言意思」

を実現するかという、高齢化社会における

遺言作成プロセスのあるべき姿について

考察を加え、１つの試論を構築することを

目的とするものである。 
 
２．研究の進捗状況 
 
 これまで、公正証書遺言の作成プロセスに

ついて研究を行った。公正証書遺言の方式の

基本は民法９６９条によって定められ、同条

２号において「遺言者が遺言の趣旨を公証人

に口授すること」が求められている。同条は

フランス民法972条に由来する規定であり、フ

ランスにおいては「口授」は遺言者の言葉を

正確に筆記することとされている。ところが、

日本法においては「口授」はいかなるもので

あるかについては詳細に分析検討されてきた

とは言い難い状況にあり、かつ、起草者もそ

こまでの厳格性を求めていなかったこともあ

ってか、実際の遺言実務においてはこの要件

は（意図的に？）かなり緩和されている。そ

のため、遺言の趣旨を公証人に口頭で伝える

ことはおろか自分の名前や住所すら満足に言

えない状態にある者を前にして、他者（多く

は遺贈を受ける予定の者が依頼した弁護士）

が作成した（と思われる）文面を公証人が読

み上げ、それから公証人が「遺言者」に問い

かけるとかろうじて頷いたので「口授」があ

ったとして公正証書遺言が作成されたという

ケースも存在する（最近のものとしては宇都

宮地判平成２２．３．１金法１９０４号１３

６頁がある）。法律専門家である公証人が関与

するので形式や内容の不備で無効になるおそ

れがないとよく説明される公正証書遺言に対

して裁判実務や社会が与える信頼は大きい。

しかしここで忘れてはならないのは、公正証

書遺言に対する社会の信頼は、法律専門家で

ある公証人が法に定める方式に則って厳格か

つ厳密に作成しているというプロセスに立脚

しているということである。公正証書遺言と

いう方式の存在意義は、形式や内容の不備で

無効になるリスクを有しながらも安価かつ簡

便に作成できる自筆証書遺言との対比におい



て見いだされる。公正証書遺言に簡便性は必

要であろうか。今一度原点に立ち返って検討

を試みる必要があろう。 

 
３．現在までの達成度 
 
②おおむね順調に進展している。 

（理由） 
日本法における遺言作成実務及び遺産の分

与に関する研究成果は順調に公表しており、

また、海外の制度研究についても、未だ公表

には至ってはいないがデーターは順調に収集

できており、今年度中にまとめて公表するこ

とが期待できるため。 

 
４．今後の研究の推進方策 

今後は、フランス遺言実務における公証

人の使命と役割について研究する。フラン

ス相続法については、幸いなことにこれま

での研究によってある程度のデータの蓄積

があり、また、公証実務についての概説書

も、決して多くないにしてもそれなりに存

在し、かつ、国内でも入手可能なので、平

成２２年度までのような大がかりなことは

必要ないと思われる。しかし、そのような

文献にも記載されていない公証実務上の

様々な工夫や彼らが当たり前だと考えてい

ることなどは存在するであろう。 
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